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児童相談所の緊急一時保護面接場面にみる虐待対応の制度的課題
－－「児童相談所運営指針」について－－
福永 英彦
$ はじめに－－虐待処遇における児童相談所と親との関係
虐待対応における児童相談所と親との関係は、とくに緊急一時保護や強制措置をめぐり、これまで
にも多く問題として指摘されてきた（１）。一時保護、あるいは措置された子どもが外泊を経て在宅指導
へと移る過程で、親が児童相談所等の関係機関に圧迫を感じておれば、そうした関係によるストレス
が親を虐待の再発や隠蔽、否認へ導くリスクを増やすであろうことは想像に難くない。虐待死事件の
報道にも、親の児童相談所への否定的感情や児童相談所や施設を競争的にみなす言動が見受けられ
る（２）。虐待親が、虐待の認識の有無にかかわらず、社会機関の介入を何らかのかたちで認められるな
らば、たとえ子が強制的に保護された場合でも状況を肯定的に受けとめやすくなる。しかし、そうで
なければ、表面上の同意の有無にかかわらず、親には児童相談所や施設への敵対心や競争心が残るで
あろう。
小稿では、制度論的立場から、親と児童相談所との否定的関係がどのように生じ、どのような種類
のものであるのかを児童相談所と虐待親との相互作用の分析のもとにとらえ、児童相談所の処遇・業
務体系、実践哲学などシステム全体との関連において考察した。以下、方法、事例として事例概
要と緊急保護場面を示し、相互作用の意味を考察した。では、事例場面の相互作用について『児童
相談所運営指針』との関連において検討し、	結論として制度的な課題を提起した。
% 方 法
実践上の問題について論じるために、まず、事例の形で１つの虐待対応例を示した。これは、『児
童相談事例集（第２９集）特集接近困難事例へのアプローチ』（３）、『児童相談所児童虐待処遇モデルの抽
出』（４）、『厚生省子ども虐待対応の手引き』（５）、『事例による児童相談事例集（第３０集）特集施設入所措
置後の援助活動』（６）より筆者が構成したものである。事例の細部の描写や細かな相互作用は、上記を
含む事例報告及び筆者の実習等経験により補足されたものである。ここでの事例は、多くの報告事例
に共通してみられる一般的なパターンを１つの事例にまとめ、それにより現行処遇システムに批判的
な検討を加え、制度的課題を明らかにするためのものである。現実事例の検討ではないことを明記し
ておきたい。
また、児童相談所・虐待親の相互作用と制度との関わりについては、『児童相談所運営指針』（児発
第８７６号厚生省児童家庭局通知）において検討を行った。
& 事 例
表－１「事例概要」は、虐待事例の通告・受理から処遇後までの一連の流れである。児童相談所は
医師の虐待通告を受け、情報収集から「関わりが困難で危険度が高い」とし、緊急一時保護、母子分
離による養護施設保護の処遇指針をとる。しかし、母親には措置への不同意があり、家庭裁判所への
２８条（措置の強制執行）を申し立てるべく児童福祉審議会への諮問を行った。ところが、母親は親族
の説得により同意書に署名し、入所措置となる。子は入所措置後、母親の面会を経て外泊、在宅指導
となるが、虐待の再発等があり、何度かの再措置、一時保護が繰り返された後、母親教室、ショ－ト
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ステイ利用などで状況が落ちついている。
このような事例を構成したのは、在宅指導時の再発は死亡と紙一重であり、それだけにリスクアセ
スメントの確立が強く求められているが、リスクアセスメントが対象児童及び親のもつ諸変数にリス
クの判断基準を探るものであれば、指導という関わりを通じた親の改善が処遇方法とされる限り、指
導はリスクを相対化させるので、処遇上、再発と死亡に本質的違いが生じないことが示唆される重要
な事例と目されたからである。
１）事例概要
表－１ 「事例概要」
通告・受理・調査・判定・処遇方針決定までの流れ
通告の経緯
２５歳の母親（１年前に離婚）が自宅で２歳の女児に傷をつける。母が子を病院へ運ぶ。小
児科医が診療し、不自然な傷跡等から虐待と断定、母に１ヶ月の入院加療を告げる。医師は
母親の家族、保育所等からの事情聴取、情報収集、関連機関への参照を行い、児童相談所へ
虐待として通告する（７）。
受 理 児童相談所は、医師の通告を虐待通告として受理し、関係機関からも情報の裏づけを得る。
調 査
児童相談所は、医師と母親との関係で対応を進めるのが適当と判断し、面接等の初期対応
を医師の主導に任せる。虐待は、３人の子を抱えて離婚した母親が、末子を中心に、養育・
躾等の場面で、叩く、つねる、タバコの火を押し付けるなどを頻回繰り返すものであった。
背景には、仕事と育児との両立困難と経済的問題、実親（祖父母）との関係のこじれなど
があった。
また、心療内科医から母親について構造化した境界性人格障害の診断がだされ、強く分離
保護が勧められた。
判 定
医師の意向や医学診断から、一刻も早く親子分離・養護施設での子どもの保護が必要と判定。
退院即緊急一時保護へ、さらに児童養護施設への入所措置が処遇方針として既定路線となる。
医師の初期対応
と児相の関わり
医師は、母親に分離保護を勧めるための面接を設定。児童相談所は立ち会いを求められ、
初めての母との接触となる（８）。面接は、医師、母の実父母、看護婦長、児相担当者が参加。
母は、１人だけ預けると後の養育が難しくなる、と頑なに拒否する。まず母の意見を聴くこ
とから始めるとの打ち合わせがあったが、すでに施設措置の方針が決まっていたことから、
結果的に母親に説得を押し付ける形となり、母は泣き、激高して閉じられる（９）。
母親の抗議、
引き取り要求
緊急一時保護
入院１ヵ月後、母親から児童相談所に「いつまで入院させている、金がかかる」「話は平
行線だ、絶対連れ帰る、勝手に決めるな、責任者をだせ」等の電話が入る。
児童相談所は、処遇会議で緊急一時保護を決め、２８条申し立ての検討を開始する。病院へ
通報し子どもの隔離を依頼、現場へ急行し職権による一時保護を行う。母親とは病院で面談
し、強制一時保護を説明する（下の面接場面参照）（１０）。母親は、対応に怒り、暴れるが児童
相談所は後を医師に任せ退出する。
処 遇
（措 置）
母親は数日を経て次第に落ち着きを取り戻すが、児童相談所を激しく非難しており、不穏
当な発言もある。児童相談所は、直接接触を避け、祖父を窓口に状況把握にとどめる。
児童相談所は、一時保護所の保護から養護施設への保護委託、家庭裁判所への２８条申し立
てに向けた児童福祉審議会への諮問へと動くが、祖父の説得により母親は比較的容易に養護
施設措置に同意する（１１）。２ヵ月後、面会を経て一時帰宅を行うが、祖父の協力、祖父との関
係改善などで問題なく過ごせる。
新年度より、精神科通院、保育所入所を条件に在宅指導となる。
後の経過
その後、親の虐待の再発、保育園との関係悪化などがあり、母親自ら子の一時保護を依頼
するなどがある。この頃より母は、児童福祉司に子育ての苦労や自分の性格、生い立ちでの
祖父との長い軋轢や心理的葛藤を打ち明けるようになる（１２）。
その後は、近隣の児童養護施設での週末のショートステイ利用、虐待親の子育て教室参加
などで母親の状態は比較的安定するようになる。
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２）児童相談所の虐待親との対峙
以下は、上記のような事例において児童相談所が母親と対峙する場面で見られるシーンである。
３）分析と解釈
Ａ 面接場面の相互作用
場面は、興奮したままの母親に対し、児童相談所が一方的に緊急一時保護を説明し、母親が激高し
て閉じられている。何が起きたのか、以下が解釈である。
児童相談所は、乱暴な言葉で児童相談所を非難し、実力で子どもを連れ帰ろうという母親に、「今
のような状態・態度では返せない」と説明する。その場の興奮して取り乱した振る舞いが返せない根
拠となっている。この発言は、母子の生活のなかに起きる虐待状況そのものを焦点として「なぜ保護
が必要か」を説明しているのではない。何のために保護するかの見通しは示されず、緊急保護をした
事態の説明にとどまっている。また、ここでは根拠が現在の母親の態度におかれていることで母の反
論は封じられている。母はこれを拒絶するが、児童相談所は、同意がなければ家庭裁判所への申し立
てをすると宣告し、児童相談所の権能を楯にして同意を求めている。また、『暴力を奮わないよう約
束せよ、それができないなら残りの兄弟も強制一時保護する』と、親に心を入れ替え一切虐待をしな
いとの意志を表明するよう求めている。また、そうしなければ強制執行すると「指導」している。こ
の指導は、一般的な「行政指導」の論理が面接における親の行動レベルの指導に敷衍されていること
を示している。つまり、面接（あるいはそれが必要とされる場）において、面接的な「関わり」では
なく「指導」が行われた、と言えよう。さらに、またそれは、正論で親の責任を衝くと同時に児童相
談所の一時保護行為を正当化する行為ともなっている。母は、それらへの憤懣を言葉にできずに椅子
を叩きつける。児童相談所の「暴力をしないと約束できるんですか！」は目前の粗暴な行動を制する
ものであるが、児童相談所の主張の正当性を親に認めさせるものでもある。母親は「そんなことわかっ
ている！」と叫ぶ。（いわれなくても）の略であるとすれば、そこには「したくてしているのではな
い」との悲鳴が聞かれるだろう。しかし、児童相談所はこの言葉に「今回は母親のほうから虐待しな
いと約束した」と自らの都合による解釈を付し、一方的に言い渡す。こうして児童相談所は、一貫し
て母親に虐待の自覚、行動の改善を「指導」して面接を終える体裁となっている。
以上を面接場面の流れとし、何が起きているのか、親の側、児童相談所の側から整理してみよう。
Ｂ 親にとっての面接場面
例えばこのようなケースの母親は、些細な、しかし本人がこだわる躾が思うようにならず、感情的
表－２ 「面接場面」
児童相談所と虐待親との相互作用
面接場面
母親：「誘拐だ」「どこへ連れて行った」「いつ返してくれる」（怒鳴る。）
児相：「今のような状態ではお子さんの安全を考えるとお母さんの手元に置いておくことは
できません。児童相談所の判断で一時保護しました。措置に同意が得られないなら家
庭裁判所の審判を申請します。」
母親：「そんなことは必要ない。すぐに子どもを返せ」
児相：「お母さんが絶対に暴力をしないと約束してくれなければ、この子と同じように他の
子も一時保護します。」
母親：（逆上し椅子を床に叩きつける）。
児相：「子どもに暴力を奮わないと約束できるんですか！」
母親：「そんなこと、わかっている」
児相：「今回はお母さんから約束してくれたので兄弟は一時保護しません。しかし今後また
暴力を奮ったら他の子も一時保護します。」
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に叩く、抓る、ひっかくなどをしており、言動も極端であるとする。「かわいいと思えない」などの
発言もある。しかし、自覚的に意識して特定の子を虐め、加害しているのではない。保育園の送迎で
保母の目前で子を叩くなどもあり、行為を隠蔽、否認しているわけでもない。つねにではなくとも行
為に内省を示さぬわけでもない。したがって本人の性格特性もあり、自らの統制を失って虐待に及ん
でいるとみられる。仮にこの親が「自らどうしようもなくとってしまう行為を抱えている状態」であ
るとすると、母親にとり児童相談所の関与は何を意味するのか、が重要であろう。親には、表面的な
態度の裏にうまくいかない状況から脱け出させて欲しいという潜在的欲求も推定できる。あるいは、
親が専門機関にもつ漠然とした期待や欲求といえるかもしれない。ここでは、まずそうした潜在的欲
求を、親の責任に照らし、道徳的、善悪の問題として社会的な価値に問う、あるいは社会的援助のニ
ーズと認め、かつ技術的に対応可能かどうかを問う以前に、まず根本的に「ある」問題と認識するの
が重要と思われる（１３）。もし、児童相談所の接近が「子どもの救出・保護」のみに関心を向けるような
形態をとれば、親にとり、児童相談所はただ子を取り上げ断罪するものに映る。逆に、自らへの関心
も示されるならば、児童相談所の接近に何らかの援助的意図を受け取れるだろう。したがって、親が
児童相談所の接近に際し、自分への理解の態度にまず敏感であり、鋭い反応を示すのは当然といえる。
しかし、この場面には、児童相談所から親への理解、関係形成の姿勢は表されず、最初から最後ま
で親の潜在欲求は焦点化されない。児童相談所の対応には、脱虐待を親自身の責任であるとする観点
から、親が自ら自覚し、自己責任で行動を統制するように指導する考え方が表れている。対応を通じ
て、児童相談所の関心、使命は子どもの福祉の確保であり、それについて親の責任を指摘し、親とし
て責任が果たせないならば児童福祉の観点から子どもを強制的に分離保護する、というメッセージが
伝えられる。親の援助欲求はかかわり（コミュニケーション）において抑圧され、そこに親の児童相
談所にたいする激しい拒否・否定感情あるいは絶望的な諦めが残される。
Ｃ 児童相談所にとっての面接場面
児童相談所は、情報収集により母親の虐待の臨床像をある程度認識し、境界性人格障害の要素を考
慮した。そのなかであくまでも親の自覚と自己統制、虐待をやめる責任を指摘する「指導」の枠組み
が維持されている。この児童相談所対応の背景は次のように考えられよう。
児童相談所は、受理時の情報収集段階で迅速なアセスメントを行った。子どもの年齢、母親の性格
特性、とくに境界性人格障害により養育は無理という医師の診断や情報から、親の養育リスクの高さ
を導き出し、一時保護、家事審判による強制措置をも辞さぬ分離保護の処遇指針をとった。以降、児
童相談所の行動はその目的に向けた手続きとなる。その結果、児童相談所が母親と直接の接触をもつ
前に処遇の既定路線が引かれることとなった。しかし、児童相談所は、対応の最初期については、養
護施設措置の速やかな実施を優先させ、そのために対立的構図で関わるべきだと意志決定している。
背後に、親との対話や関係形成の困難さ、関係そのものの信頼性への危惧から当面の安全確保を優先
させる判断もあろう。こうして最初期の児童相談所と親との関わりは、対応指針を定める生きた「関
係」ではなく、既存の処遇方針を実施するための手続きとされ、面接は、親と児童相談所との関係性
が対立関係により排除され、操作を目的とした戦略的な場に供されたことになる。
児童相談所の接近における親への関心態度が、人格障害の有無に関わらず親に積極的に否定感情を
もたらすことを考えれば、それは１つの方法として採用され得るにせよ、互いの関係やその結果の処
遇に大きなリスクを負うことは否めない。また、後の処遇過程が示すように、親は児童相談所との関
係がとれ、自らを振り返り反省することができ、母親教室に参加することもできた。その潜在能力を
みれば、境界性人格障害で関係をもてないという判断の妥当性は自明ではない。たしかに、児童相談
所の判定会議で、母親に関わった医師の分離方針が述べられ、境界性人格障害の医学的診断がだされ
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るならば、強制保護の最優先は疑義をはさむ余地もなくなろう。ここで境界性人格障害の診断は、親
との関わり、つまりその場のやりとりに準拠することを回避すべきとするほど絶対的指標となってい
る。それゆえの緊急一時保護である。しかし、実際には母親の人格に変容が生じたわけではない半年
程度のあいだに子どもは在宅指導下で家庭に戻されている。この結果自体が、そうした緊急保護判断
の根拠を揺るがしているともいえよう。
& 『児童相談所運営指針』と虐待対応における児童相談所・親の援助関係
面接場面では、自己の対処能力を超えた事態として虐待を生じさせる（その意味で援助欲求をもつ）
親に対して自己の対処能力により虐待をやめることを迫る、逆説的事態が起きている。また、表面上、
親への支援を示唆しながら、全体としては親の非や責任を問う矛盾が生じている。それは、親の援助
欲求の論理と児童相談所の保護と指導を目的とした論理とのギャップとしてみることができた。
こうした事態そのものについては様々な考え方ができよう。しかし、児童相談所職員が自らの逆説
や矛盾にどのように気づいているかは、実践上、きわめて重要な要素と考えられる。児相の対応は、
矛盾した課題の追求という困難な状況のなかで、戦略性と親への影響のモニターを突き合わせた実践
を余儀なくされるからである。援助場面や対応場面のやりとりは個人的資質の問題でもあるが、職員
の専門資質は職場集団の文化により身に付けられていくものであり、職場の官僚制や長く定着してい
る業務習慣が、個々人の逆説や矛盾への感性を凌駕する部分もあろう。問題を個々人の援助技術的課
題に帰すのではなく、児童相談所職員を取り巻く業務体制やシステムとの関連で考察する必要がある。
それは、さしあたり、『児童相談所運営指針』（厚生省通知）で検討することができよう。
１）『児童相談所運営指針』と児童相談所の「相談援助活動」
Ａ 『児童相談所運営指針』の相談援助活動の概念
厚生省（現厚生労働省）は、平成３年に『児童相談所運営指針』（以下『運営指針』）（１４）を通知し、
全国の児童相談所に法的業務の適切な運営を期すための技術的指導として準拠を求めた。その後、平
成１２年に『運営指針』は児童福祉法改正や児童虐待防止法の成立を受け、虐待への対応を含めて大幅
に改訂、公刊された。これにより児童相談所の機能や業務の基本的考え方、処遇の仕組みが一般に知
られるところとなった。
この指針によると、児童相談所は「児童福祉法に基づく児童福祉の専門行政機関」（『運営指針』：
９）とされ、行政機関であると同時に児童福祉の専門臨床機関と位置づけられてきた（１５）（１６）。したがっ
て、児童相談所の行政業務＝臨床実践活動及びその理論は独特の論理を帯びることになる。
『運営指針』は、児童相談所の設置について、
「児童相談所は、児童に関する各般の問題につき、家庭その他からの相談に応じ、児童が有する
問題又は児童の真のニーズ、児童の置かれた環境の状況等を的確に捉え、個々の児童や家庭に a
最も効果的に処遇を行い、もって児童の福祉を図るとともに、その権利を保護すること（以下「相
談援助活動」という。）を主たる目的として設置される行政機関である。」（『運営指針』：２７）（傍
線筆者）
としている。また続けて、「相談援助活動は、すべての児童が心身ともに健やかに育ち、その持て
る力を最大限に発揮することができるように児童及び家庭等を援助することを目的 bとし、児童福祉
の理念及び児童育成の責任の原理に基づき行われる。このため、常に児童の最善の利益を考慮し、援
助活動を展開していくことが必要である。」と述べている（傍線筆者）。
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ここにまず、児童相談所の行う社会的援助の概念（１７）の性格を端的にみることができる。それは、「相
談援助」の行政的定義による理念化である。このなかで「相談援助活動」は、一般的、開放的な社会
的援助の概念、すなわち児童相談所の上位概念への言及として定義されているのではなく、行政機関
たる児童相談所の機能に内在する一連の処遇として、限定的に、閉じられた概念として定義されてい
る。社会的援助の一般的・開放的な理念のもとで児童相談所が果たす機能や役割を定義する論理構成
ではない。したがって、児童相談所の行政機関として行う処遇過程＝相談援助活動＝一般的な社会的
援助を同義とするに近い見解が示されているといえる。
Ｂ 「相談援助活動」の展開と処遇体系
図－１「児童相談所における相談援助活動の体系・展開」は、児童相談所の社会的処遇の全体像で
ある（『運営指針』：３３）。児童相談所は、相談や通告の受理を経て、調査（一時保護）、診断、判定、
処遇という手続きでケースを処遇していく。このうち、処遇方針を定めているのが判定（総合診断）
であり、児童福祉司、心理判定員、医師、一時保護所員等がそれぞれ行う専門的診断を基に「判定会
議」の場により「チーム協議」が行われる。児童相談所は、基本的に診断主義的に機能を果たしてい
く社会機関として特徴を備えていることがわかる。
２）相談援助活動の性格と特徴
児童相談所の「相談援助活動」はこうした枠組みが前提となるが、その他の特性は以下のようであ
る。
Ａ 総合診断の「チーム協議による判定」
総合診断について、「チーム協議による判定……に基づく処遇が児童相談所の専門性を支える大き
な柱であり、これにより児童とその環境を総合的に理解した援助活動が展開できる」とされている（『運
営指針』：１５，８０，２３４）。もっとも、「チーム協議」とは、意志決定の方法であり、処遇の方向性を導
く理論ではない。したがって処遇指針を導く基本原理が提供されるわけではない。にもかかわらず意
志決定形式であるチーム協議が専門性の柱とされるのは、専門性について、処遇を導く社会福祉やソ
ーシャルワーク原理、それに基づく理論や実践モデルを中核とする観点ではなく、４つの専門診断と
図－１ 児童相談所における相談援助活動の体系・展開
出典 厚生労働省『児童相談所運営指針』P.３３
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行政管理職を含む機関内相互チェックにより、適切（１８）な処遇判断を確保するという行政的専門性で捉
えていることを示している。公的機関による社会的援助活動は、福祉行政事務の現業を進める技術吏
としての基礎的方法論がまずあり、その上に専門的診断による知見を重ね、複数の目で（総合的な）
診断をなすことで処遇の妥当性を確保すればよいとの考え方であろう。したがって、児童相談所の専
門性の柱である「チーム協議」、あるいは「合議」による総合診断（意志決定）には実際にどのよう
な原理が働き、援助指針をどのような方向（選択肢群）へ導く傾向があるのか、検討が必要となる。
Ｂ 児童福祉司の行う社会診断と処遇指針の作成
Ａの「チーム協議」に関連し、児童福祉司の社会診断（社会学的、社会福祉学的理解に基づく診断）
は、その他の医学診断、心理診断、行動診断と同列、並立している。すなわち、社会診断は処遇全体
を導く一般福祉援助理論（例えば英米のソーシャルワーク原理、実践モデルに相当するようなもの）
として設定されているのではない。社会診断はもっぱら「社会福祉資源の活用の可能性を明らかにし
てどのような処遇が必要であるかを判断するために行われる」（『運営指針』：７７）のであり、地域資
源の具体的状況のもとで事例のニーズと地域資源の照応を適切に判断するものとなっている。また、
判定の結果をもとに担当児童福祉司が長短の援助目標、処遇計画を含む「処遇指針」を作成する（『運
営指針』：８０）と規定されている。しかし、この処遇指針は原理論の導く積極的な介入計画等にはな
りにくく、標準様式の記入欄（『運営指針』：２００）もきわめて小さい。
Ｃ 施設処遇と在宅処遇との選択肢分岐
図－２「児童相談所における業務系統図」及び表－３「処遇選択肢」は、児童相談所の処遇体系で
ある。児童相談所の介入は、児童福祉法に規定され、細分化された処遇選択肢の体系でなされる。こ
の基本的な処遇は、施設措置と在宅指導という大きな２つの処遇体系に分岐するのが特徴である。調
査、診断、判定は、処遇会議での適切な処遇の選択に向けてなされる。また、処遇が施設措置等に決
まれば、相談援助活動における過程は一旦終了し、後の状況（保護された子どもの養護等）は施設処
遇に委ねられる。必要な場合、親との関わりや親子間の調整は児童相談所の担当となるが、体系上、
在宅指導としてなされる。在宅指導には、児童福祉司指導など措置による指導と措置によらない指導
図－２ 児童相談所における業務系統図
出典 厚生労働省『児童相談所運営指針』P.３５
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があり、措置によらない指導として助言指導、継続指導、他機関へのあっせんがある。しかし、これ
らの位置づけは比較的曖昧に行われる（１９）。継続指導は「対応困難な問題を抱える児童、保護者等を児
童相談所に通所させ、あるいは必要に応じて訪問する等の方法により、継続的にソーシャルワーク、
心理療法やカウンセリング等を行うものをいう。」（『運営指針』：８９）とされ、単独の処遇選択肢の
うちにいわゆるソーシャルワーク的な援助過程に近い概念が埋め込まれることとなっている。児童相
談所の処遇体系のこうした形態は、児童相談所が、養護、障害、非行、虐待と、あらゆる児童・家庭
の問題に対応する機関であることの合理性によるものであろう。
Ｄ 運営指針や処遇の実践哲学として「指導」の原理
児童相談所の処遇の主題は、指導である。処遇として行われる指導が行政指導という制度形式の次
元だけでなく、児童相談所の利用者（子ども、親等）への関わりのスタンスや関係の質に及ぶ「相談
援助活動」の実践哲学となっている。それは、「措置解除は、保護者に対する指導の進捗状況を踏ま
えて判断する必要がある」（『運営指針』：１０５）などの文言に如実に表われる。また、児虐待防止法
第１３条では、児童虐待事例の措置解除に関して、「このため、その措置の解除に当たっては、保護者
の状況が十分改善しているかどうかを勘案する観点から、実際に指導を行った児童福祉司等の意見を
聴取しなければならない」と規定された。同法１１条では、親の児童相談所の指導を受ける義務、さら
に指導に応じない親への知事による指導勧告が定められた。福祉サービス利用者への公的機関の対応
が広く「指導」の形態をとるのは、わが国の福祉法全体に共通しているが、虐待対応において、とく
に親が指導対象として明確化されたといえる。また、児童相談所が家族を対象とするとは、親に自ら
の家庭問題に責任をもって対処させるための指導を指し、家族関係調整のために直接的な援助を提供
する、あるいは親の問題からの脱却を援助するとの哲学によるものとはなっていない。これは、児童
相談所職員の意識としてではなく児童相談所の制度設計における援助の思想の問題である。
表－３ 処遇選択肢
※
出典 厚生労働省『児童相談所運営指針』P.３５
（数字は児童福祉法の該当条項等）
処 遇
１ 在宅指導等
 措置によらない指導（１５の２）
ア 助言指導
イ 継続指導
ウ 他機関あっせん
 措置による指導
ア 児童福祉司指導（２６ 、２７ ）
イ 児童委員指導（２６ 、２７ ）
ウ 児童家庭支援センター指導（２６ 、２７ ）
エ 知的障害者福祉司、社会福祉主事指導（２７ ）
オ 障害児相談支援事業を行う者の指導（２７ ）
 訓戒、誓約措置（２７ ）
２ 児童福祉施設入所措置（２７ ）
指定国立療養所等委託（２７）
３ 里親、保護受託者委託（２７ ）
４ 児童自立生活援助措置（２７）
５ 福祉事務所送致、通知（２６ 、６３の４、６３の５）
都道府県知事、市町村長報告、通知（２６ 、	）
６ 家庭裁判所送致（２７ 、２７の３）
７ 家庭裁判所家事審判請求
ア 施設入所の承認（２８ ）
イ 親権喪失宣告の請求（３３の６）
ウ 後見人選択の請求（３３の７）
エ 後見人解任の請求（３３の８）
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３）虐待事例と処遇体系のミスマッチ
虐待事例については、家庭調整が必要な多問題事例、非行などの問題と同様に、問題そのものの困
難性、当事者がサービス利用の意識をもたない（クライエントが誰か）、接近困難などの本質的特性
がある。虐待ケースには分離による安全確保のみならず最終的に家庭再統合が含まれる（『運営指針』：
２８）ので、基本的に長期的・継続的な関わりが必要で、助言指導、一時保護、施設措置など単独の処
遇決定をもって完結できるものではない。１つのケースについて、一連の経過の中で複数の処遇を一
体として行うケースマネジメントの必要があり、短期、中期、長期の目標や計画設計が要請される（２０）。
現在、児童虐待ケースの対応も通常の処遇体系に準拠して実施されているが、措置解除や措置停止
で処遇が終わった後は、養護施設との連絡（事後指導）、在宅指導への切り替え（見守り、フォロー
アップなど）で対応されている。問題は、この段階で家族の虐待状況からの回復、家族生活の調整に
向けて支援する制度や資源の基盤整備が遅れ、児童相談所の制度的枠組みによる指導が継続される点
であろう。ここで虐待の再発が起これば、再通報、再受理となり、再び施設措置か在宅指導かの選択
肢のなかで「適切な処遇」が求められ、それが繰り返される。そうした状況で当初の親との関係形成
排除の影響が残り、虐待あり＝施設：虐待なし＝在宅の二者択一の指導（２１）が親に圧力を加えると、児
童相談所の家族統合や調整への支援は困難となる（２２）。
こうしてみると、虐待事例は、まず施設か在宅かを分岐させる現行の児童相談所処遇体系により問
題の質や流れ（当事者・利用者中心の問題の捉え方でもある）が分断され、細切れにされているとい
える。児童相談所職員が処遇システムの展開に忠実に業務を遂行し、親との関係形成を含む援助の原
理論的基盤が不在であるところに、指導と援助の混乱も生じている。児童相談所の処遇体系と虐待事
例とのあいだには不適合があるといえよう。
' 結論と制度変革の課題
小稿では、児童相談所の面接場面の齟齬を、虐待親の援助欲求、児童相談所処遇体系との関わりと
して検討してきた。「相談援助活動＝指導」という児童相談所の枠組みのなかでは、児童虐待事例に
おける被虐待児は、児童福祉法の定める対象者として保護される（保護とは指導との対である）。一
方、虐待親は法的に援助の対象とはされておらず、指導の対象となる（指導とは断罪との対である）。
親との関わりは援助の目的とはならないので、容易に手段化する（指導対象、あるいは関係を保ち処
遇の同意を得るための操作対象として）。親への助言・指導の枠組みのなかで親が指導に従わない、
協力的でない場合のケースワーク的対応（『運営指針』：２３６）（２３）の原則は、「できるだけ配慮するのが
望ましい」という、任意の、好意や自発性により行われる付加的なものとなる。あるいは純粋に技術
的課題として見なされる。こうして制度及び専門技術・方法のうちに位置づけがなければ、親との関
係形成も問題理解のための情報収集でさえも煩雑で煩わしい努力に過ぎなくなろう。そうした制度的
現実のもとで、児童相談所職員は虐待をめぐり実際には親との密接な関係性を強いられる。それは、
いつまでも曖昧な消耗の激しいストレスに充ちた努力となる。
今後、子育て相談、親業訓練等、親を支援する地域資源が拡充され、機関連携が形成されるとして
も、児童相談所の相談援助活動が親への援助的関わりをもつか、指導枠組みを堅持するかでは地域資
源利用の意味合いも大きく異なろう。在宅指導、家族再統合を効果的に導くためには援助関係の形成
は欠かせない（２４）。そのために必要な原則、いつどのようなタイミングで援助関係を形成するかが問わ
れていよう。その意味で現在の虐待問題は、親への対応を通じて児童相談所処遇システムの援助理念
そのものの問題を浮かび上がらせているといえる。
現在、虐待問題は、公的社会機関が親を援助対象と明記するかどうかを鋭く問い始めたといえる。
重篤な福祉の疎外から子どもを救い、子どもの福祉を保障するためには、子ども個人を対象として福
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祉の観点から保護するだけでなく、問題が生じる親や家族を援助の主体ととらえる理念、子どもの最
善の利益を家族の次元で考慮する社会的仕組みが必要となる。制度的に親への援助的対応を可能とす
るためには、子ども家庭福祉の理念（２５）がさらに要請され、『児童相談所運営指針』が親を援助対象と
し、家庭調整を援助する理念を示すことも必要とされている。『運営指針』の児童相談所の設置にも、
家族を援助する視点（傍線部 a,b）は見られている。児童相談所の親・家族へのスタンスはより幅広
く考えることも可能と思われる。
キイワード：児童虐待、児童相談所、事例研究、制度論
註及び文献
 津崎哲郎（１９９６） 変容する家庭と子どもの危機－－背景・要因・対応～児童虐待を例にとって－－社会
福祉研究６７
津崎哲郎（２０００）児童虐待事例の家族支援のあり方 ソーシャルワーク研究 Vol．２６ No．３（１０３），１４－１５
津崎哲郎（２００１）児童相談所における対応と課題 柏女霊峰・才村純編 別冊［発達］２６「子ども虐待へ
のとりくみ」、２８
柏女霊峰（２００１）子ども虐待対応の到達点と相談援助の課題 柏女霊峰・才村純編 別冊［発達］２６「子
ども虐待へのとりくみ」、２；．２４
才村 純（２００１）総論２児童虐待防止法と子ども虐待防止制度の課題 柏女霊峰・才村純編 別冊［発達］
２６「子ども虐待へのとりくみ」、１９－２０
芝野松次郎編（２００１）子ども虐待ケース・マネジメント・マニュアル 有斐閣、８３；１０８－１３３
 ２００１年８月に尼崎で起きた小１男児虐待死事件の新聞報道（毎日０１年１０月３１日付、朝日０１年１１月５日付）
など。虐待した夫婦は「だれが好きか、施設と家とどっちがいいのか」を執拗に子に問い詰め、暴力を振
るい、責め続けた。
 厚生省児童家庭局監修（１９９８）児童相談事例集（第２９集）特集接近困難事例へのアプローチ
 拙稿（２００１）事例による児童相談所児童虐待処遇モデルの抽出 平安女学院大学研究年報１
 日本子ども家庭総合研究所編（２００１）厚生省子どもの虐待対応の手引き平成１２年１１月改訂版 有斐閣
 斉藤ソノ子・青木絹代（１９９９）２．春よ来い－－虐待を繰り返す母親への援助活動について－－厚生省児童
家庭局監修 児童相談事例集（第３０集）特集施設入所措置後の援助活動、１９－３１
 伊藤信行・村田啓一（１９９８）５．児童虐待の処遇における機関連携上の困難事例 厚生省児童家庭局監修
児童相談事例集（第２９集）特集接近困難事例へのアプローチ 財団法人日本児童福祉協会を参照。
 前田佳行・中川清・富田文治（１９９８）６．児童虐待事例への多面的アプローチ 同書を参照。
 渡木浩之・黒木亜子・六ヶ所恵子（１９９８）１２．接近困難事例へのアプローチ 同書を参照。
 西村一志・前田研史（１９９８）７．初期介入をはかった児童虐待事例について 同書を参照。
 前掲書、２５４－２５６
 内藤良介・小堀徹（１９９８）１．虐待が作り出した接近困難状況へのアプローチについて 同書を参照。
 例えば、Ｆ・Ｐ・バイステックは The casework Relationship（１９６１）（翻訳：バイステック（１９６５）ケースワー
クの原則 田代不二男ら訳 誠心書房、３４において「社会的援助を必要とするすべての人びとに、強弱の
違いがあっても共通する基本的情緒と態度」があり、その「基本的な人間的欲求」を援助関係の中核にお
くべきとした。もちろん、援助欲求という概念はそこにはないが、ここでの援助欲求の捉え方は本質的に
バイステックの発想に拠る。ただし、虐待親の援助欲求なる概念が社会的合意を得るかどうかは別の問題
であり、虐待親を福祉的援助の対象とするか処罰的統制の対象とするかの社会的・価値的次元での議論、
社会的対応システムのなかでそれをいかに適切に扱いえるかの処遇方法論、技術論の検討が必要である。
福永 英彦
－３４－
 厚生労働省（２００１）児童相談所運営指針〈平成１２年１１月改訂版〉才村 純監修 
日本児童福祉協会によ
る。（平成１２年１１月、「児童虐待の防止等に関する法律の施行に伴う児童相談所運営指針の改訂について」（児
発第８７６号厚生省児童糧医局通知）として発出された。）
 津崎（２００１）前掲書、２７
 柏女霊峰（１９９７）児童福祉改革と実施体制 ミネルヴァ書房、１４５；１４９
 同書、１９５
 ここでの適切とは、「児童と環境との相互的理解を行うことが可能となる」、「担当者の先入観、価値観、対
人関係の特徴等にとらわれた援助活動を排除できると考えられる」（『運営指針』：１５５）という、専門性の
前提条件、あるいは基礎要件をめぐるものである。
 柏女霊峰・中谷茂一ら（２００１）第１章児童相談所における児童虐待への取り組みの実態 柏女霊峰編著
児童虐待とソーシャルワーク実践 ミネルヴァ書房、１５
同書、２８－２９
同書、４５－４７
 芝野松次郎（２００１）前掲書を参照。「子ども虐待ケース・マネジメント・マニュアル」は、ソーシャルワ
ークのライフモデル実践理論を専門的援助原理として基盤におく児童虐待のケースマネジメント実践モデ
ルを提唱している。
 拙稿（２００１）前掲論文参照。
! 柏女霊峰 前掲書（１５） ４８－５２
" 「ケースワークの基本原理」は『児童相談所運営指針』に参考資料「相談援助の諸方法」として添付され
ており、児童相談所のケースワーク主義は児童相談所処遇の特性の１つに挙げられている（津崎（２００１）
前掲書、２７参照）。
# 高橋重宏（１９９８）ウェルフェアからウェルビーイングへ 高橋重宏編 『子ども家庭福祉論』放送大学教
育振興会
高橋重宏・才村純編著（１９９９）『子ども家庭福祉論』建帛社 １９９９
山縣文冶（１９９８）子ども家庭福祉サービスの考え方 柏女霊峰・山縣文治編『新しい子ども家庭福祉』ミ
ネルヴァ書房
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A Consideration of issues of the Management of
Child Abuse Treatment in the case of emergency
temporary protection provided by a Child Guidance Center
Hidehiko Fukunaga
Abstract
In this paper, the writer presents one scene from an encounter between a mother and a Child Guidance Center
(CGC) in respect of the emergency temporary protection of an abused child. Analyses of the interaction show
the mechanism of depression of parent’ s expectation of receiving support as a result of the method of the CGC’
s treatment. The writer considers this problem in relation to the “Management Direction of CGC”.
The “Management Direction of CGC” regulates  the concept of social help activity of an official agency as
an administrative activity, professionalism of CGC consists of four professional diagnoses and then decision
making by a team or by meeting.  The lack of principles of social work or social work practice model
grounded in theory, and  the practical philosophy which directs the client (“shido¯”). As a result of the four
points, parents who were guilty of child abuse become the objects of direction (“shido¯”) or are rejected by those
with responsibility. It can successfully separate the child from parents, but does not promote efficiency in
reconciling them. It even creates a stress in the support process of family support.
Realizing the welfare of abused children requires that the “management direction of the CGC” has cleared a
pathway for the parents to be the objects of support and has accepted the ideal of the well being of child and
family.
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